
一．問題の所在

国際的な経済取引がますます活発になるに

つれて，かかる経済取引をめぐる国際裁判も

増加してきている。私人の間の国際民事裁判

においては，いかなる国の裁判所において裁

判を行うかという国際裁判管轄の問題と，い

かなる国の法によって紛争を解決するかとい

う準拠法の問題があるが，いずれも原則とし

て紛争解決にとって最適な裁判所と法を追求

する抵触規則によって決定されてきた。もっ

とも，かかる規則は国によってさまざまであ

り，世界的に統一されたルールがないため，

その不都合も長きに渡って指摘されてきた。

しかし，刑事ないし行政上の問題と比較して，

若干の例を除き1，ある国の国際民事裁判管

轄権の行使が他国から問題とされることはそ

れ程多くはなかった。

しかし，近年，民事に関する国内法につい

ても国家の政策を反映させるようになり，国

家政策を包含するいわゆる経済法2がますま

す増えてきている。例えば，公正な競争を確

保する独占禁止法（競争法），取引における

情報格差を是正し消費者の利益を保護しよう

とする消費者保護法，隠れた瑕疵によって損

害を被った使用者に有利な立証責任を定める

製造物責任法，金融取引の安定と詐欺的行為

を防止するための金融取引関連法，企業活動

の源泉たる発明と創造を保護しようとする知

的財産法などである。このような経済法の法

的性格を，いわゆる公法と見るべきか私法と

見るべきかには，見解の相違がある。しかし，

そもそも経済法は，私的取引に公的利益の観

点から規制を加えようとするものである。し

たがって，経済法は公法機能と私法機能の二

重機能を元来内在しているものであり，いず

れを強調するかは，個々の規定の位置付けに

よる。もっとも，公法私法の概念区分は大陸

法特有のものであって，英米法には明確にみ

られないものでもある。また，法が本質的に

社会的な正義を確保するための制度であると

すれば，法の下で私的に解決する範囲と公的

介入を要する範囲は相対的なものであって，

必ずしも明確に区分できるものではない。し

かしながら，本稿での分析のために裁判とい

う文脈で経済法の公法私法の区分を試みると

するならば，その法が公訴における適用法規

なのか，私訴における適用法規なのかをひと

つの基準とすることができる3。

この基準によって，わが国の経済法を分類

すれば，公法機能が強いものとして，独占禁

止法，外国為替・外国貿易法，景品表示法な

どを挙げることができる。これらの法への違

反は原則的に罰則規定に基づいて公訴される。

他方，私法機能が強いものとして，不正競争

防止法，消費者契約法，特定商取引法，製造

物責任法，知的財産法が挙げられる。これら

の法は経済取引の安定にかかわるが原則とし

て民事訴訟において援用されるものである。

なお，両者の機能をほぼ同等に包含するもの
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として，証券取引法や出資法などの金融関連

法や労働関係法を挙げることができよう。

本稿では，上記のような経済法のうち，基

本的に民事訴訟において援用される経済法が

国際民事裁判において問題になるとき，国際

裁判管轄の認定と準拠法の決定において，通

常の契約や不法行為一般における国際裁判管

轄の認定と準拠法の決定と，いかなる相違が

生じうるかを検討しようとするものである4。

けだし，国際裁判管轄の認定と準拠法の決定

においては，私的自治が優先されるとともに，

最も密接に関連のある法廷地と準拠法が選択

されることが望ましいとされるが5，往々に

して最初に提訴された法廷地の過剰管轄が設

定されることがあるからである。その際，準

拠法として想定されているのは，私法上の最

密接関連法というよりもむしろ，法廷地の前

述の意味での経済法であることがある。そこ

では，法廷地の住民保護と法秩序維持という

公的利益が考慮され，必ずしも国際取引その

ものの紛争解決の公平が考慮されているので

はない。ここにおいて，裁判管轄権の認定は，

公的性質を内在する法廷地の経済法の適用と

密接な関連を持つ。それゆえ，裁判管轄権と

経済法の適用は合わせて考慮する意義が生ま

れるのである6。

通常の取引におけるかかる傾向に関しては，

製造物責任や消費者保護などに関して，すで

に多くの業績がある7。そこで，本稿では，

近時急速に国際的な経済取引を地理的にも参

加者的にも増大させている電子商取引に着目

して検討する。電子商取引においては，イン

ターネットなどの電子的手段を用いることに

よって，ウェブ上に自己の財やサービスを

アップロードするだけで世界中の不特定多数

の者との取引が可能となり，財・サービスの

提供者も利用者も，まったく想定していない

相手と取引関係に入ることが考えられる。そ

のような不確実な取引関係においてこそ，経

済法は，自国の法秩序の維持と自国民の保護

の観点から重みを増す可能性があるのであり，

かかる考慮が伝統的な国際裁判管轄と準拠法

の決定方法にどのように作用するのかを考え

る必要があると思われるからである。

このような観点から，本稿では，まず次章

において，いわゆる経済法（ないし私法の経

済法的規定）が問題となる場合，米国，欧州，

日本においてどのように対処されてきたかを

概観する。ここで想定するのは，消費者保護

法，製造物責任法，プライバシー権や人格権，

不正競争，知的財産権などである。その上で，

電子商取引の持つ取引上の特性を指摘し，こ

れに対する欧米や国際的なフォーラムでの対

応を検討する。最後に，国際的な電子商取引

において経済法の果たす役割を総括する。

二．通常取引に関する国際民事裁判にお
ける管轄権と経済法の適用

� 米国

米国では，裁判管轄の認定に際し，「最小

限の関連（minimum connection）」を重要

な基準としてきた8。米国では国際裁判管轄

は州際裁判管轄の延長で考えられるが，そこ

では，憲法の適正手続（デュー・プロセス）

上，被告がどの州で裁判を受けうるかという

予見可能性が被告の利益として考慮されなけ

ればならない。そして，被告が法廷地を意図

的に利用していたと認められる場合には，最

小限の関連ありとして，裁判管轄権を認めて

きたのである。

他方，準拠法の決定については，訴えの係

属した州ないし連邦裁判所の抵触規則によっ

て処理される。しかしながら，管轄権の認定

が法廷地法の適用と結びついて考えられるこ

とがある。すなわち，州と重要な関連を有し，

州の規制の利益が認められる場合，特に不法

行為関連の事件において，当該規制の利益の

観点から裁判管轄権を認め，もって法廷地法

を準拠法として適用するのである。このよう

な場合には，私法上の最小限の関連だけでな

くあらゆる要素が考慮されるとされ9，これ
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が明確に規定されたものとして，いわゆるロ

ング・アーム法による過剰管轄が現れてくる

のである。

しかしながら，いかなる場合に裁判管轄権

が認められ，法廷地法の適用が妥当とされる

かという基準は必ずしも明確ではない。例え

ば，製造物責任が問題となる際，米国民が外

国企業を米国で訴える場合と外国人が米国企

業を米国で訴える場合があるが，いずれにお

いても管轄権が認められた場合と否定された

場合とがある10。また，管轄権を否定する場

合，多くはフォーラム・ノン・コンビニエン

スに依拠しているが，それがいわゆる「私法

上の便宜」のみに基づいているかどうかはあ

きらかではない11。結局のところ，州の利益

すなわち公的利益がかかわってくる局面にお

いて，管轄権を認め法廷地法を適用するかど

うかは連結政策の問題となり12，原告・被告

双方にとって，かえって予見しがたい事態を

招くのである。

� 欧州

欧州では，国際裁判管轄については，1968

年に，「欧州共同体における民事及び商事に

関する裁判管轄権並びに判決の執行に関する

ブリュッセル条約13」が締結され，その後

1988年には，EFTA諸国にも適用される「民

事及び商事に関する裁判管轄権並びに判決の

執行に関するルガノ条約14」が成立した。さ

らに，アムステルダム条約の発効によって，

ブリュッセル条約は2001年にECの二次立法

たるブリュッセル規則となり15，統一的な管

轄権の配分規則が定められている。

ブリュッセル規則では，不法行為一般につ

いては，損害をもたらす事実が発生した地に

裁判管轄権を認めている（第５条３号）。ま

た，消費者契約については，原則として消費

者の住所地に管轄権を認める（第16条）。私

的自治は原則として認められず，訴えの提起

後に同意のある場合，消費者側に他の裁判所

への訴えを認めている場合，原告と被告が契

約締結時に同一の地に常居所を有し，当該裁

判所に管轄権を付与する合意のある場合に限

られている（第17条）。個別労働契約につい

ては，労働者が訴える場合は雇用者の住所地

または労働者の労務給付地（第19条），雇用

者が訴える場合は労働者の住所地とし（第

20条），労働者に配慮している。私的自治は,

消費者契約と同様原則として認められず，訴

えの提起後に同意のある場合，労働者側に他

の裁判所への訴えを認めている場合に限られ

る（第21条）。知的財産権については，有効

性に関する訴えについて，登録国の専属管轄

権が規定されている（第22条４項）。なお，

同一事案に関する訴訟競合については，最初

に係属した裁判所の管轄権が確定するまでは，

他の裁判所は訴訟を中止し，確定した後は他

の裁判所は訴えを却下しなければならない

（第27条）。このように，欧州では，かなり

具体的に管轄権の配分を規定しているため，

管轄権のレベルでは裁判所の裁量の働く余地

は少ないと思われる。

他方，準拠法については，1980年に「契

約債務に関する準拠法に関するローマ条

約16」が成立したが，契約外債務については

欧州統合の過程の中で先送りが続き，2003

年に「契約外債務の準拠法に関する規則

（ローマⅡ）案17」が提出された。

同規則案では，不法行為一般については，

損害発生地法が準拠法となる（第３条）。加

えて，製造物責任，不正競争，プライバシー

侵害，環境侵害，知的財産権侵害について特

別の規定を有する。製造物責任については，

被害者保護の観点から原告の常居所法による

（第４条）。ただし，被告の予見可能性の確保

の観点から，製造業者の同意の上で原告の常

居所に流通していたことが必要とされている。

製造業者が，その同意なしに当該国にその製

品が置かれたことを証明した場合は，製造業

者の常居所地法が準拠法となる。不正競争に

ついては，市場全体の利益に対する影響の観

点から，市場地法を準拠法とする（第５条）。

ただし，同一の常居所を有する特定の競争者
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間だけの問題である場合は，その地の法によ

る。プライバシー侵害については，第３条の

原則に従い損害発生地法によるが，表現の自

由に関する法廷地法の規則に従う（第６条）。

環境侵害についても，原則として損害発生地

法によるが，原告が原因行為地法の適用を選

択する権利を認めている（第７条）。知的財

産権侵害については，知的財産権の属地的性

格から，保護国法によるものとしている（第

８条）。

裁判管轄権の決定にはほとんど裁判所の裁

量の余地がないのに対し，準拠法の方にはい

くつかの裁量の余地がある。第一に，第３条

から第５条について，一層密接な関連のある

法のある場合は当該国法によるとする例外で

ある（第３条３項，第４条，第５条２項）。

純粋に私法上の観点から，最密接関連法を決

定する余地を認めることは必要であるが，こ

の規定が法廷地の経済法の政策的規定に従っ

てその法を選択させる場合もありうる18。ま

た，第６条については，損害発生地法（第３

条）によると表現及び情報の自由に関する法

廷地の基本原則と相容れない場合は法廷地法

を準拠法とする（同条１項）。ここでは，基

本原則に対する違背を問題としているので，

いわゆる法廷地の公序と近いものと推定され

るが，表現の自由だけでなく情報の自由を含

めていることに注意を要する。けだし，情報

流通の取り扱いは情報化社会の進展に伴い経

済的な価値と規制の利益が極めて高いものと

なってきており，より具体的な経済法が適用

される可能性があるからである。かかる政策

的配慮は環境侵害や知的財産権侵害について

より色濃く反映されている。環境侵害では，

損害発生地法を原則としつつ，原告により有

利な場合は原因行為地法を選択する権利を与

えている。ここには環境規制をより高水準な

ものに収斂させようとする欧州ならではの背

景がある19。また，知的財産権侵害では保護

国法のみを準拠法とし，私的自治を認めてい

ない。知的財産権は属地的なものであり，ま

た，問題となっている権利の有効性がほぼ必

ず争われるので，保護国法によるのも一面で

は合理的であるが，いわゆる侵害訴訟につい

ては不法行為地法による方が私法上妥当な場

合もないではない20。すべての問題に関して

保護国法を専属的に準拠法とするのは（第９

条６項），やはり知的財産権の保護内容につ

き経済政策上の意義が考慮されているからで

ある。

裁判管轄権に関して米国よりも明確なルー

ルが規則化されている欧州では，準拠法の適

用と一体化して管轄権の決定を考える方向に

行く可能性は，高くはないと思われる21。準

拠法の選定に関しても，知的財産権侵害を除

いて私的自治が認められるなど（第10条），

私法上の妥当性と公益のバランスをできるだ

け図り，無碍な経済法の介入を抑制するため

の配慮もなされている22。しかしながら，逆

に言えば，このような明確な区分によって，

当該準拠法の制定国の立法趣旨と裁判管轄権

を行使する国におけるその解釈の間に，将来

的に齟齬が生じないとも限らないであろう。

� 日本

日本に関しては，明確に国際裁判管轄を規

定する法律がないため，通説的には，当事者

の公平，裁判の適正・迅速を期するという理

念から，条理にしたがって決定すべきである

とされてきた 23（いわゆる管轄配分説）。

もっとも，条理の扱いにあいまいな点がある

ため，民事訴訟法上の土地管轄を管轄の場所

的配分の規則と捉えた上で国際的な配慮から

特段の事情のある場合に国際裁判管轄を否定

するとする修正逆推知説，国際的な法律関係

であるという性質を考慮した上で国内土地管

轄規定を類推・修正して管轄権を決定すると

する修正類推説，土地管轄を離れて具体的事

案ごとに諸要素を比較較量して管轄権を決定

する利益較量説などが主張されている。その

論拠とするところは様々であるが，条理の判

断において明確な規定がない中で，「特段の

事情」，「類推・修正」，「比較較量」などに
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よって管轄権を決定するものであり，当事者

の予見可能性にとって不安定な状態になって

いる。特に，国内土地管轄を基礎とする前二

者については，場合により管轄権が広く肯定

される可能性を内包する。

他方，準拠法に関しては，不法行為一般に

ついては，法例11条により不法行為地法主

義がとられている。もっとも，日本法によっ

て不法とならないとき，および不法となって

も損害賠償請求できないときは，適用するこ

とができない（同条２，３項）。これらの適

用範囲をどの程度と考えるかは議論の余地が

あるが24，広く解釈すれば，外国法の適用の

余地を著しく狭めることとなる。

このような傾向を持つわが国の国際裁判管

轄と準拠法の決定において，いわゆる経済法

の扱いが問題となった事例は少ない25。知的

財産権侵害については，国際的趨勢を反映し

て保護国法主義をとっており，外国で認めら

れた知的財産権がわが国で侵害されたとされ

る事案について26，管轄権を認めながらも，

知的財産権の属地性から，損害賠償請求を否

定している27。

これらの現状から，わが国の裁判所が経済

法のかかわる国際民事裁判に対してどのよう

な態度をとるかは明らかでない。一般的に，

わが国の裁判所は国際的訴訟に対して抑制的

であるとも言われるが28，国際取引における

自国民および自国企業の経済活動の安定を意

図する法の適用の場面が増えた場合，どのよ

うな法理によって，いかなる態度をとるべき

かが考えられなければならないであろう。

三．電子商取引に対する国際裁判管轄と
経済法の適用の特異性

以上のように，国際民事裁判における裁判

管轄権と準拠法の決定は，経済法が関係する

場合は，私法上の原理に依拠しようとしなが

らも，常にそれのみによってなされてきたわ

けでない。それは，経済法に内在する二重機

能のためであり，特に国際裁判の場合は，法

廷地における広い意味での法秩序の維持とい

う動機が働くため，公法機能がより顕在化し

てくる。その一方で，国際民事裁判もあくま

で民事訴訟であるから，できるだけ私法原理

によって最も関連のある裁判所と法によって

解決しようともしている。私法・公法の両機

能は相克しているのである。

それでは，通常取引におけるような「地」

の観念の薄い電子商取引については，国際裁

判管轄と経済法はどのように認識されるので

あろうか。通常取引においては，必ずいずれ

かの「地」において取引ないしそれにかかわ

る不法行為が行われるため，その「地」に対

する私法上の連結と法秩序維持の観点から，

裁判管轄権と準拠法が決定される。しかし，

電子商取引は，もっぱらいわゆるサイバー・

スペースの中で行われ，いくつかの点で「地」

の観念が希薄となり，従来の抵触規則では有

効に対処できないとの指摘も少なくない29。

まず，第一に，「地」そのものをいかに観

念するかである。電子商取引といえども，取

引の結果としての財やサービスの提供が，オ

フラインすなわちリアルの世界で行われる限

り，問題となる行為はいずれかの「地」にお

いて行われるという意味で，通常取引と変わ

るところはない30。しかし，電子商取引にお

いて問題を惹起するのがオンラインでの「情

報」である場合には，情報の所在地を観念す

るのが難しくなる。問題とされる情報の地は，

最初に情報が置かれた自己の端末なのか，

アップロードされたサーバーなのか，ダウン

ロードされた相手方の端末なのか。特にダウ

ンロードによって相手方との現実の接点がう

まれることを考えると，たまたま情報を受け

取った地が関連ある地となってしまうことも

ある。

第二に，「行為」をいかに観念するかであ

る。上述のように，自己の端末への情報の配

置，ネット上アクセス可能なサーバーへの

アップロード，相手方のダウンロードなどの
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行為がどの地でなされたかによって管轄権と

準拠法が変わってくるようでは不用意に電子

商取引を行うことはできない。特に，個々の

パソコン内の情報さえ検索可能であったり，

自動ダウンロード機能が進化している中に

あっては，場合によりインターネットに接続

されたパソコンに情報を蓄えただけで不法行

為を招来する恐れもある。

第三に，「取引相手」をいかに観念するか

である。電子商取引では，ウェブ上に情報を

アクセス可能にするだけで世界中から取引関

係に入ることが可能である。しかも，提供物

が情報の場合は，どの地からアクセスされた

のか直ちに判別することができない。消費者

保護法や知的財産権などがかかわると，相手

の属性によって管轄権や準拠法が異なってく

る場合もありうる。

このような特性を有する電子商取引に関し

て，欧米や国際的なフォーラムなどでもいか

に適切な対応をとるべきかに苦慮している。

以下では，特に経済法がかかわる場面におけ

る対応のあり方を検討する。

四．欧米およびハーグ国際私法会議にお
ける電子商取引に対する国際裁判管轄
と経済法の適用への対応

� 米国

米国では，国際裁判管轄に関して，通常取

引と同様，電子商取引についても「最低限の

関連」を管轄権の認定の判断基準としている。

その中で，特に被告が法廷地での活動を意図

的に（purposefully）に行ったかという点を

重視している31。インターネット上の活動に

おける「最低限の関連」の基準について，

1997年のZippo事件において，連邦地裁は，

①被告が明らかに法廷地でインターネット上

の営業活動を行っている場合，②被告が単に

法廷地の利用者にアクセス可能としているに

とどまる場合，③中間の場合には，ウェブサ

イトの双方向性と情報交換の商業的性格を検

討して判断する，との枠組を示した。本件で

は，被告はカリフォルニア法人でペンシルバ

ニア州には拠点を持っていなかったけれども，

ウェブサイトを通じて約3000人のペンシル

バニア州民（全利用者の約３パーセント）に

有料情報を提供していたことを根拠として

（上記①に該当），Zippoの商標権侵害の訴え

に関する管轄権を肯定した32。その一方で，

2003年のToys“R”Us事件では，原告の商標

権侵害の訴えに関し，スペイン企業である被

告は，米国内に一切の拠点，銀行口座，従業

員等を持たず，ウェブサイトもスペイン語で

のみ記載され，法廷地を意図的に利用してい

なかったとの理由から，管轄権を否定してい

る33。

また，著作権侵害では，2002年の ALS

Scan, Inc.事件において，メリーランド州在

住の原告が，ジョージア州に本拠を持つ ISP

事業者に対し，同州在住の被告の顧客が原告

が著作権を有する写真を無断でウェブ上に公

開したとして訴えたが，ISP事業者はウェブ

サイトの運営のほかはメリーランド州との関

連がなく，被告が意図的な行為を行い，その

行為が明らかに法廷地を狙ったものであり，

かつ法廷地において損害が発生しうることを

被告が予見しながら損害を発生させたとはい

えないとして，管轄権を認めなかった34。

このように，米国では，法廷地に対する

「意図」に重点をおいており，単にアクセス

が可能であったり，インターネットを通じて

たまたま法廷地で原告が損害を受けたという

だけでは管轄権を肯定していない。しかし，

「意図」の捉え方は依然として相対的である

との懸念もある。Inset Systems, Inc.事件で

は，被告がウェブサイト上に広告を掲載し通

話料無料の電話番号を表示していたことを

もって管轄権を認めた35。本件では，ロン

グ・アーム法を適用し，被告のウェブサイト

広告がコネチカット州から１万件以上のアク

セスがあったため営業活動を行っていたとみ

なされ，管轄権が肯定されたのである。米国
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内の州際ではウェブ上の表示の仕方やアクセ

ス状況によって意図が推定されやすい可能性

があるが，米国外では言語，支払通貨，カス

タマーサービスの形態などから，米国での利

用を容易にしなければ直ちに管轄権が認めら

れるわけではない。特に，現実の拠点やオフ

ラインでの財物の提供がない場合は，ウェブ

上の表示から汲み取られる「意図」がとりわ

け重要な要素になるのである。

� 欧州

まず，国際裁判管轄権について，ブリュッ

セル規則の制定過程において，電子商取引の

問題をどう取り込むかが懸案となっていた。

不法行為一般については，ブリュッセル条約

と同様，損害をもたらす事実が発生した地に

裁判管轄権を認めている（第５条３号）。「損

害をもたらす事実が発生した地」とは，損害

の生じた地と原因事実発生地の双方が含まれ

ると解されてきたが36，インターネットの広

汎性からあらゆる地が損害の生じた地となる

可能性がある。もっとも，インターネットの

情報流通という性質上問題となるのは名誉毀

損と知的財産権侵害であるが，「損害」はリ

アルに生じるものであり，出版物の事例から

類推することが可能であると思われる37。ま

た，個別労働契約（第18～21条）について

は，インターネットを通じた情報の提供とい

う労働もありうるが，労働者の住所ないし通

常の労務給付地が一定でない場合は雇用者の

営業所在地と明示されており（19条２号ｂ），

特別の問題は生じないであろう38。

電子商取引を考慮してブリュッセル条約か

ら規定が改められたのは，消費者契約に関す

る規定であった。ブリュッセル条約では，消

費者契約事件にかかる特則が適用される場合

として，動産の割賦販売契約，動産購入代金

の融資を目的とする割賦弁済される金銭消費

貸借その他の信用授与契約のほか，ある役務

又は動産の供給を目的とする契約で，契約締

結に先立ち，消費者の住所地国において，特

別の申込又は広告が行われており，かつ消費

者がその国で契約締結に必要な行為を行った

場合を規定していた（第13条３号）。しかし

ながら，電子商取引では，ウェブ上で広告や

誘引行為を行えば，全世界でかかる行為をし

たとされ，いずれの地からも消費者が契約締

結行為を行えば，消費者契約関係に入りかね

ない39。そこで，ブリュッセル規則では，適

用条件として，構成国または構成国を含む複

数の国に向けてその活動を行うものにより締

結されることが必要とされた（第15条１項

ｃ号後段）。審議の過程では，電子商取引を

推進するため，十分な情報を提供した上で事

前の合意管轄を認めようとする動きや，米国

のように活動を「意図的に」向けた場合を条

件としようとする意見があったが，最終的に

は，単に「締約国に向けて活動を行う

（direct such activities）」とするにとどまっ

た40。

次に，準拠法について，ローマ（Ⅱ）規則

案を見てみる。不正競争（第５条）について

は，直接かつ実質的な影響を受ける市場地法

が準拠法とされ，単なる影響だけでは連結さ

れない。複数の国に実質的な影響が生じた場

合は，それぞれの影響について市場地法が適

用される。したがって，この影響はリアルの

問題とされるので，電子商取引に特別の問題

は生じないと思われる。プライバシーおよび

人格権侵害（第６条）については，2002年

の準備草案で損害発生地では複数の国の法が

準拠法となりうるとして，被害者の常居所へ

の連結が提案されたが41，特に出版物の場合，

被害者の常居所で頒布されていない場合は不

適切であるとの理由から，原則として損害発

生地法とされた。インターネットについては

あらゆる地で損害が発生しうるので，被害者

の常居所というのは便宜ではあったが，常に

適切とは限らないため，損害発生地法を原則

としつつ，場合により第３条の２項や３項に

よって最密接関連法を求めるのが妥当であろ

う。

知的財産権については，保護国法に客観的
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に連結されているため，問題はない。

以上のように，欧州では，比較的明示的に

管轄権および準拠法が決定されるため，問題

の生じる余地は小さい。もっとも，当然なが

ら，優先的強行法規として法廷地法や第三国

の強行法規が適用される可能性はある（第

12条）。その場合は私的取引に適用される経

済法規に内在する公法機能が，他のいわゆる

公序ないし強行法規とどう区別されるかが問

題となるが，最終的には法廷地の判断によら

ざるをえないであろう42。

� 2001年ハーグ国際私法会議「民事及

び商事に関する裁判管轄権及び外国判決

に関する条約案」

民事及び商事に関する国際裁判管轄権と外

国判決の承認について，国際的に統一された

ルールが欠如していることに鑑み，1992年

の米国の提案をきっかけに，ハーグ国際私法

会議において，条約の草案作りが進められて

きた43。そして，1999年10月に特別委員会に

おいて条約準備草案がまとめられ44，外交会

議に送られた。しかし，同草案に対してもい

くつかの国から賛同し得ない条項が含まれて

いるとの意見が出されたため，2001年６月，

コンセンサスを得られる項目だけ決定すると

いう条件で第１回外交会議がハーグにおいて

行われ，見解の相違のあるものについては両

論併記という形で暫定条文草案がまとめられ

ることとなった45。

同草案において全体として決定するに至ら

なかった理由には，大陸法と英米法の法体系

の相違から来るものもあったが，電子商取引

にかかる問題をどうするかが大きな争点と

なった。

第一に，消費者契約の問題である。1999

年草案では消費者の常居所地が管轄権を有す

るとされた（第７条）。ただし，消費者が原

告となる場合は，請求の基礎となっている契

約について，被告が当該国において従事し，

または当該国に向けられた被告の営業もしく

は専門活動に関連し，かつ，消費者が当該国

において契約に必要な手段をとったことが必

要とされた（同条１項）。合意管轄について

は，紛争発生後または消費者に他の選択権を

与えるものに限定された（同条３項）。しか

し，電子商取引では，相手方が消費者である

かどうか直ちに判別することができない。そ

こで2001年草案では，相手方が消費者であ

ることを知るべき理由がなく，知っていたら

契約関係に入らなかったであろうことをもう

一方が証明した場合は適用しないとの但書が

付け加えられた（第７条１項但書）。また，

インターネットが世界中に情報を発信するも

のであることから，消費者が常居所外で契約

を締結し，かつ常居所外で財・サービスを消

費したことを相手方が証明した場合や，ある

国に常居所を有する消費者との契約を避ける

合理的な手段をとった場合も適用除外とする

規定が付け加えられた（同条２項但書，３項）。

また，合意管轄については，何らかの形で有

効性を認めようとする意見があり，消費者保

護の観点から合意を有効ないし無効とするい

くつかの方式が提案されたが，いずれも煩雑

な手続きを求めるものが多く，各論併記の形

となった46。なお，労働契約も，1999年草案

で消費者契約とほぼ同様の規定が置かれてい

たため，2001年草案でも持ち越しとされた。

第二に，不法行為一般については，1999

年草案では原因行為地または損害発生地に管

轄権を認めていたが（第10条），インター

ネットにおいては被害者・加害者のいずれも

どのような形で不法行為に関与するか分から

ないため（特に原因発生には不作為を含むこ

とが明示されている），何らかの対処が必要

であるとされた。具体的な対応策はまとまら

なかったが，被告がその国で活動することま

たはその国に向けて活動することを避ける合

理的な手段をとっていた場合には適用しない

との規定が加えられた（同条３項）47。

第三に，不正競争について，1999年案の

第10条２項に，不法行為による損害の発生

が反トラスト法違反による場合は損害発生国
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の管轄権を認めない旨の規定があったが，

2001年草案ではこれを第１条２項で事項的

適用範囲から除外することが明示された。た

だし，これにより，不正競争や消費者保護な

ど他の事項まで実質的に適用除外することが

ないよう，さらに規定を整備すべきとの意見

が出された48。競争法の強い公法機能から来

る当然の結果であるが，関連する経済法への

波及が懸念されたのである。

第四に，知的財産権については，1999年

草案では登録の有効性に関する訴えは登録国

の専属管轄とするとされていたが（第12条

４項），これに加えて，2001年草案では，侵

害訴訟について，登録国の専属管轄とするか，

通常の不法行為のルールに従うかは両論併記

された。知的財産権に関する紛争の一切を保

護国に集中させたいとする政策意図が強まる

場合は，前者が支持されよう。なお，著作権

については，無方式で成立するなどのことか

ら，登録を要する他の産業財産権と区別し，

不法行為一般で処理すべきとされた。もっと

も，インターネットを通じた著作権侵害につ

いては，著作権の産業価値に関する捉え方に

国により相違があることから，外国判決の執

行・承認の段階で拒否できる旨を明記すべき

との意見が出された49。

以上の流れを見ると，電子商取引にかかる

管轄権と経済法の適用について，以下の点を

指摘することができる。すなわち，本条約は，

私的取引に関する裁判管轄に関する条約であ

るから，できるだけ私法原理によって管轄権

を配分しようとする基本路線は見受けられる。

しかし，「地」の観念の希薄な電子商取引に

対して，各国の経済法の効果をどの程度考慮

するかが明確に理解されていないように思わ

れる。不法行為にせよ消費者契約違反にせよ，

相手方が見えにくい中にあって，契約外の行

為によって生じる不安定要素を取り除くには，

適用される法の明確化が一層要求される。し

かし，「地」の観念が希薄な中でそれを実現

しようとすればするほど，経済法的関与が強

まる。電子商取引は，いかなる相手とも取引

ができることが最大の利点であると同時に最

大のリスクでもある。取引の利点の整合を図

るのが私法の役割であるとすれば，リスクの

低減を図るのが公法の役割である。そして，

リスクの低減が議論の中心に据えられるほど，

必然的に経済法の公法機能がクローズアップ

され，法廷地が自らの法としての経済法の適

用を「欲する」場面が増加する可能性が高ま

るのである。その結果，活動が向けられる

「地」をあえて特定するという，電子商取引

の特性に真っ向から反する枠を設定すること

になるのである50。このままでは，電子商取

引は，画像や動画という若干進んだ媒体のつ

いたローカルな取引手段に留まってしまうか

もしれない。

五．結語

以上のように，地理的にも取引参加者的に

も，急速に拡大する電子商取引に関する国際

裁判管轄と準拠法をどのように決定していく

かは，いまだ確定していない。それは，電子

商取引の利点とリスクをどう考えるかについ

て，共通した理解が得られていないからであ

ると思われる。すなわち，電子商取引を文字

通りサイバー・スペースにおける私的取引と

考えれば，私法機能が強調されるが，地理上

および参加者上の不確実性の低減を進めよう

とすれば，公法機能がクローズアップされる

のである。

ここで，結論に代えて，やや長期的な観点

から，電子商取引の法的規律を考えてみたい。

その出発点は，サイバー・スペースにおける

「地」の観念にとらわれるのではなく，電子

商取引市場をひとつのマーケットと捉えるこ

とである。先に述べたように，サイバー・ス

ペースでは「地」の観念が希薄である以上，

最終的には，これをひとつの市場と捉えるほ

かない。その場合，少なくとも情報流通とし

て完結するオンライン取引については，各国

94―　 ―



それぞれの経済法の適用によって自国民の保

護ないし自国の法秩序維持を確保しようとす

る観念は，もはや無益となってしまうことを

理解しなければならない51。

そこで，ひとつのマーケットとしての電子

商取引市場の安定のためのルール作りが必要

になる。まず第一に，私的取引空間としての

電子商取引市場を考えるならば，サイバー・

スペース特有の私法体系について考慮する必

要がある。そこでは，私的取引に焦点をあて

た規律は，lex mercatoriaのような観念によ

ることになる。地理的にも取引参加者的にも

相手が見えにくいことが「常態」であるなら

ば，対等な取引参加者に適用可能な法を第一

義とせざるをえないであろう。私法の公法化

が進んでいるといわれる今日では52，各国が

定める国内法は二重機能を有し，そのままで

純粋な私法であることはむしろまれになって

きている。このように公法化した私法の適用

の問題を抵触法的規則でのみ解決しようとす

れば，競争法や環境法等で見られてきた以上

の衝突の危険性をも孕む。電子商取引市場で

は，取引参加者を不均質に扱う個々の国家の

経済法を関与させることは困難である。それ

ゆえ，その結果として，紛争解決も電子商取

引市場の特性に対応した特別の紛争解決機関

（Cybertribunal）53が必要となってくるであろ

う。電子商取引といっても，現実はオフライ

ンのリアルな世界と不可分な紛争が大半であ

るため，Cybertribunalのような構想に対し

ては依然として否定的な見解が多いが，ドメ

インをめぐる紛争においてWIPOなどが有効

に機能していることに鑑みれば，特にオンラ

インで完結する取引にかかる特定の分野から，

さまざまな仲裁手続が整備される可能性は十

分あるといえる54。

その上で，第二に，電子商取引市場全体の

公正と安定を図るという意味で，公法機能を

含む経済法が必要ならば，特定の国の法秩序

や国民に向けられたのでない，いわばサイ

バー経済法とも言うべきものが必要になるで

あろう。すなわち，かつて競争法のような経

済法が域外適用によって抵触して問題になっ

た後，共助と調和が進められてきたように，

「地」の観念の希薄な電子商取引市場全体に

対する効果的な法的規律は，この市場全体の

利益を考えた上でなされる必要がある55。そ

れゆえ，これに関する規範形成は，当然のこ

とながら国際的なフォーラムでなされざるを

得ない。そして，このようなフォーラムへの

参加者は，政府代表だけでなく，市場参加者

やNGOも重要になろう56。

このような法体系が仮にも想定されるとす

れば，これを推し進める力は何か。それは，

まさに電子商取引市場における市場の圧力で

ある。ここにいう市場の圧力とは，単なる

「神の見えざる手」でもなく，強者の論理だ

けでもない。市場は，市場参加者だけでなく，

さまざまな影響を受ける人々や国家に監視さ

れている。このような影響を受ける個人や国

家の行動に起よっても圧力は生まれ，より健

全なルールの形成へと導くのである57。

電子商取引における国際裁判管轄と準拠法

の現実的な解決を求めるなら，「地」の擬制

によって，なお，いずれかの国内裁判および

準拠法によって解決せざるをえないし，当分

の間は抵触法的な形での解決を模索すること

になろう。しかし，そのような「地」の擬制

が通常取引以上に過剰管轄と過剰な法廷地の

適用の余地を広げる一方，電子商取引の利用

可能性を狭める恐れもある。このような内向

的縮小均衡的傾向を超えて，健全な電子商取

引市場の規律が進むことを願ってやまない。

注
１ わが国が関係した事例として，IBM・日立
事件や大韓航空機事件などが挙げられよう。

２ 経済法の定義は，経済政策の私法への移入
の傾向が強まる中で，近年，ますます曖昧に
なってきている。しかし，その本質は，市民
法を基礎としながら，市民社会における社会
調和的要求に応じて，市民法によって残され
た法的空白状態を補うためのものであり，市
民社会の私的側面に対し，そこに内臓されて
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いる公共的側面に対応するものであるといえ
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